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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　重量平均分子量が５万以上のポリ乳酸（Ａ）２０～９０重量％、重量平均分子量が２０
万～４０万のポリスチレン系樹脂（Ｂ）８０～１０重量％（二成分の合計量を１００重量
％とする）よりなる二成分の合計量１００重量部に対して、（ａ）スチレン－ブタジエン
－スチレンブロック共重合体、（ｂ）スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体
の水素添加物、（ｃ）スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体、（ｄ）スチレ
ン－イソプレン－スチレンブロック共重合体の水素添加物、および、（ｅ）スチレン－エ
チレン－プロピレン－スチレン共重合体からなる群から選ばれた相溶化剤（Ｃ）１～２０
重量部、平均粒径が０．３～１０μｍの粒状を呈する結晶化促進剤（Ｄ）０．１～１０重
量部、および、平均粒径が０．３～５．０μｍの粒状を呈する造核剤（Ｅ）０．１～１．
０重量部が配合されてなる組成物を原料樹脂組成物とし、発泡倍率が１．１～５．０倍で
あり、厚さが０．５～３．０ｍｍとされてなることを特徴とする、熱可塑性樹脂製発泡シ
ート。
【請求項２】
　請求項１に記載の熱可塑性樹脂製発泡シートから熱成形して得られる、熱可塑性樹脂製
発泡シート製容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、熱可塑性樹脂製発泡シート、およびこの発泡シート製容器に関する。さらに
詳しくは、各種の包装容器製造用に好ましく使用され、断熱性、剛性などに優れ、かつ、
生分解性にも優れた熱可塑性樹脂製発泡シート、およびこの発泡シート製容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　市販されている食品は、種類によっては樹脂製容器に収納し、保存・輸送される。これ
ら食品を収納する容器は、外部から衝撃を受けても破損しない程度の耐衝撃性が要求され
る。
【０００４】
　上記容器類は使用後に廃棄され、多くの場合、廃棄されたものは焼却処分されまたは粉
砕されて埋立地に埋立処分される。樹脂を焼却処分する際には焼却熱が高いので、焼却炉
を損傷するという欠点があるので、発泡させて樹脂の使用量を少なくする手法が採用され
ている。埋立地に埋立処分した際、樹脂は腐蝕・分解し難いので、半永久的に残存すると
いう欠点があるので、光分解性樹脂や生分解性樹脂が提案され、一部実用化されているが
、コストが高いという欠点があり、使用量は予測されたよりもかなり少ない。
【特許文献１】特許第３０２９６１２号公報
【特許文献２】特開２００４－１８９８３３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明者らは、上記状況に鑑み、従来の欠点を排除した断熱性、剛性、生分解性などに
優れ、かつ製造コストにも優れた樹脂シート、およびこの樹脂シート製の容器を提供する
ことを目的として、鋭意検討した結果、本発明を完成するに至ったものである。すなわち
、本発明の目的は、特定の物性を有する熱可塑性樹脂からなり、発泡シート製造時の押出
特性に優れ、断熱性、剛性などに優れ、かつ、生分解性にも優れた熱可塑性樹脂製発泡シ
ート、特に二次成形によって皿、容器、トレー、箱などを製造するのに適した熱可塑性樹
脂製発泡シート、および、この発泡シート製容器を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本願発明では、重量平均分子量が５万以上のポリ乳酸（Ａ
）２０～９０重量％、重量平均分子量が２０万～４０万のポリスチレン系樹脂（Ｂ）８０
～１０重量％（二成分の合計量を１００重量％とする）よりなる二成分の合計量１００重
量部に対して、（ａ）スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体、（ｂ）スチレ
ン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体の水素添加物、（ｃ）スチレン－イソプレン
－スチレンブロック共重合体、（ｄ）スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体
の水素添加物、および、（ｅ）スチレン－エチレン－プロピレン－スチレン共重合体から
なる群から選ばれた相溶化剤（Ｃ）１～２０重量部、平均粒径が０．３～１０μｍの粒状
を呈する結晶化促進剤（Ｄ）０．１～１０重量部、および、平均粒径が０．３～５．０μ
ｍの粒状を呈する造核剤（Ｅ）０．１～１．０重量部が配合されてなる組成物を原料樹脂
組成物とし、発泡倍率が１．１～５．０倍であり、厚さが０．５～３．０ｍｍとされてな
ることを特徴とする、熱可塑性樹脂製発泡シートを提供する。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明は、以下に詳細に説明するとおりであり、次のような特別に優れた効果を奏し、
その産業上の利用価値は極めて大である。
１．本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、ポリ乳酸にポリスチレン系樹脂を特定の
割合で配合したものを原料樹脂とするので、発泡シート製造時の押出特性に優れている。
２．本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、適量の相溶化剤が配合されているので、
非相溶性であるポリ乳酸とポリスチレン系樹脂を含んでいても、発泡シート表面が毛羽立
つことなく、発泡シートは外観が美麗で、成形性、断熱性、耐衝撃性などに優れている。



(3) JP 4794216 B2 2011.10.19

10

20

30

40

50

３．本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、ポリ乳酸を含んでいるので生分解され易
く、ポリ乳酸にポリスチレン系樹脂が配合されているので、ポリ乳酸単体より原料コスト
は安い。
４．本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、剛性に優れているので輸送過程における
荷役作業中に落下、衝突、振動などの外部からの衝撃で割れやひびが生じ難い。
５．本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、発泡倍率が１．１～５．０倍の範囲にさ
れており、材料樹脂の使用量が少なくできるので、製品のコストを低減することができる
。
６．本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートから製造された容器は、材料樹脂の使用量が
少ないので、回収後に焼却処理する際に、容量当りの燃焼カロリーが少なく焼却炉を損傷
させ難く、また、焼却時に発生する容量当りの黒煙の量も少なく空気汚染も少なくできる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　以下、本発明を詳細に説明する。
　本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートの原料樹脂は、ポリ乳酸（Ａ）｛以下、樹脂（
Ａ）と記載することがある｝、ポリスチレン系樹脂（Ｂ）｛以下、樹脂（Ｂ）と記載する
ことがある｝の二成分を必須とする。
【００１０】
　本発明においてポリ乳酸（Ａ）とは、Ｌ－乳酸および／またはＤ－乳酸由来の単量体単
位を主成分とする樹脂をいう。ここで「主成分」とは、これら単量体単位を７５モル％以
上含み、２５モル％未満の他の単量体単位を含むことを意味する。他の単量体単位として
は、グリコール化合物類、ジカルボン酸類、ヒドロキシカルボン酸類、ラクトン類などが
挙げられる。グリコール化合物類としては、エチレングリコール、プロピレングリコール
、ブタンジオール、ヘプタンジオール、ヘキサンジオール、オクタンジオール、ノナンジ
オール、デカンジオール、１，４－シクロヘキサンミメタノール、ネオペンチルグリコー
ル、グリセリン、ペンタエリスリトール、ビスフェノールＡ、ポリエチレングリコール、
ポリプロピレングリコール、およびポリテトラメチレングリコールなどが挙げられる。ジ
カルボン酸類としては、シュウ酸、アジピン酸、セバシン酸、アゼライン酸、ドデカンジ
オン酸、マロン酸、グルタル酸、シクロヘキサンジカルボン酸、テレフタル酸、イソフタ
ル酸、フタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ビス（ｐ－カルボキシフェニル）メタン、ア
ントラセンジカルボン酸、４，４、－ジフェニルエーテルジカルボン酸、５－ナトリウム
スルホイソフタル酸、５－テトラブチルホスホニウムイソフタル酸などが挙げられる。ヒ
ドロキシカルボン酸類としては、グリコール酸、ヒドロキシプロピオン酸、ヒドロキシ酪
酸、ヒドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシ安息香酸などが挙げられ、ラ
クトン類としては、カプロラクトン、バレロラクトン、プロピオラクトン、ウンデカラク
トン、１，５－オキセパン－２－オンなどが挙げられる。他の単量体単位の割合は、０～
１０モル％が特に好ましい。
【００１１】
　発泡シートを得るには、ポリ乳酸（Ａ）として乳酸成分の光学純度の高いものを使用す
るのが好ましい。ポリ乳酸樹脂の総乳酸成分のうち、Ｌ体を８０％以上含むものが好まし
い。Ｌ体の割合のより好ましい割合は９０％以上であり、特に好ましいのは、９５％以上
である。
【００１２】
　ポリ乳酸（Ａ）は、フィルムに成形でき、実用に耐える程度の物性を有するものであれ
ばよい。融点は１２０℃以上が好ましく、中でも１５０℃以上がさらに好ましい。ポリ乳
酸（Ａ）の融点は、示差走査熱量計によって測定することができる。ポリ乳酸（Ａ）の分
子量は、重量平均分子量が５万以上のものが好ましく、中でも１０万以上のもの、とりわ
け２０万以上のものが好ましい。ここで重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマ
トグラフィー（ＧＰＣ）法で測定した分子量をいう。
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【００１３】
　ポリ乳酸（Ａ）は、従来から知られている製造方法によって製造することができる。代
表的な方法としては、乳酸の無水環状体二量体であるラクチドを開環重合する方法（ラク
チド法）が挙げられるが、乳酸の直接重合法でもよい。
【００１４】
本発明においてポリスチレン系樹脂（Ｂ）とは、スチレン系単量体の重合体、スチレン系
単量体を主成分とし、それらと共重合可能な他の単量体との共重合体、ゴム変性スチレン
系樹脂などをいう。スチレン系単量体としては、スチレン、２－メチルスチレン、３－メ
チルスチレン、４－メチルスチレン、４－エチルスチレン、４－ｔ－ブチルスチレン、２
，４－ジメチルスチレンなどのアルキル置換スチレン類、α－メチルスチレン、α－メチ
ル－４－メチルスチレンなどのα－アルキル置換スチレン類、２－クロロスチレン、４－
クロロスチレンなどのハロゲン化スチレン類などが挙げられる。これらスチレン系単量体
は、一種でも二種以上の混合物でもよい。　　
【００１５】
　スチレン系単量体と共重合可能な他の単量体としては、アクリル酸、メタクリル酸、ア
クリル酸（Ｃ１～Ｃ８）エステル、メタクリル酸（Ｃ1～Ｃ8）エステル、アクリロニトリ
ル、無水マレイン酸、マレイン酸、またはその誘導体などが挙げられる。アクリル酸（Ｃ

１～Ｃ８）エステルとしては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル
、アクリル酸２－エチルヘキシルなどが挙げられる。メタクリル酸（Ｃ1～Ｃ8）エステル
としては、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、メタクリル酸ブチル、メタクリル
酸２－エチルヘキシルなどが挙げられる。これら他の単量体は、一種でも二種以上の混合
物でもよい。
【００１６】
　ゴム変性スチレン系樹脂製造用に使用されるゴムとしては、ポリブタジエン、スチレン
－ブタジエン共重合ゴム、スチレン－イソプレン共重合ゴム、ブタジエン－イソブレン共
重合ゴム、ブタジエン－アクリロニトリル共重合体ゴム、エチレン－プロピレン共重合ゴ
ム、ポリイソプレン、アクリルゴム、エチレン－酢酸ビニル共重合体ゴムなどが挙げられ
る。ゴム変性スチレン系樹脂中におけるゴム成分の含量は、１～２０重量％の範囲で選ば
れる。
【００１７】
　ポリスチレン系樹脂（Ｂ）は、熱変形温度（ＪＩＳ　Ｋ７２０７に準拠）が７０℃以上
のもの、好ましくは８０℃以上のもの、より好ましくは８５℃以上のものである。ポリス
チレン系樹脂（Ｂ）の重量平均分子量は２０万～４０万の範囲のものが好ましい。ここで
重量平均分子量は、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）法で測定した分
子量をいう。
【００１８】
　ポリスチレン系樹脂（Ｂ）は、従来から知られている製造方法によって製造することが
できる。例えば、塊状重合法、懸濁重合法、乳化重合法、塊状－懸濁重合法などが挙げら
れる。
【００１９】
　本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、上記した樹脂（Ａ）と樹脂（Ｂ）の二成分
を含む樹脂組成物を原料とする。二成分の配合割合は、樹脂（Ａ）２０～９０重量％、樹
脂（Ｂ）８０～１０重量％とする（二成分の合計量を１００重量％とする）。樹脂（Ａ）
の割合が２０重量％未満であると押出特性が悪くなり、９０重量％を超えると耐熱性が悪
くなり、いずれも好ましくない。上記範囲でとりわけ好ましいのは、樹脂（Ａ）４０～８
０重量％、樹脂（Ｂ）６０～２０重量％である。
【００２０】
　相溶化剤（Ｃ）は、非溶性である樹脂（Ａ）と樹脂（Ｂ）の二成分の相互溶解性を改良
するための成分である。具体的には、（ａ）スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共
重合体（旭化成社製、商品名：タフプレン）、（ｂ）スチレン－ブタジエン－スチレンブ



(5) JP 4794216 B2 2011.10.19

10

20

30

40

50

ロック共重合体の水素添加物、（ｃ）スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体
、（ｄ）スチレン－イソプレン－スチレンブロック共重合体の水素添加物、および、（ｅ
）スチレン－エチレン－プロピレン－スチレン共重合体（クラレ社製、商品名：セプトン
２０６３、セプトン２１０４）などが挙げられる。
【００２１】
相溶化剤（Ｃ）の配合量は、樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）の二成分の合計量１００重量部に対
して、１～２０重量部の範囲とする。配合量が１重量部未満では相溶化剤としての機能を
発揮せず、２０重量部を超えると発泡シートの強度、耐熱性などが低下し、いずれも好ま
しくない。上記範囲で好ましいのは、２～１５重量部であり、とりわけ好ましいのは、３
～１３重量部である。
【００２２】
　上記原料樹脂組成物には、本発明の目的を損なわない範囲で、必要に応じて、酸化防止
剤、金属不活性剤、燐系安定剤、紫外線吸収剤、光安定剤、蛍光増白剤、金属石鹸、制酸
吸着材などの安定剤、架橋剤、連鎖移動剤、造核剤、滑剤、可塑剤、充填剤（結晶化促進
剤以外のもの）、強化剤、顔料、染料、難燃剤、帯電防止剤などの各種樹脂添加剤を配合
することができる。
【００２３】
　結晶化促進剤（Ｄ）は、発泡シートの結晶化速度を高めるように機能するものである。
具体的には、タルク、重炭酸ナトリウム、タルクと二酸化チタン混合物などが挙げられる
。結晶化促進剤（Ｄ）は、平均粒径が０．３～１０μｍの粒状を呈するものであって、配
合量は樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）の二成分の合計量１００重量部に対して、０．１～１０重
量部の範囲が好ましい。配合量が０．１重量部未満では結晶化促進剤としての機能を発揮
せず、１０重量部を超えると原料樹脂成分の流動性を低下させ、いずれも好ましくない。
上記範囲で特に好ましいのは、２～８重量部である。
【００２４】
　造核剤（Ｅ）は気泡開始部を作り出し、発泡シートの気泡の大きさを制御し易くなる。
好ましい造核剤としては、クエン酸、クエン酸と重炭酸ナトリウム混合物などが挙げられ
る。造核剤（Ｅ）も結晶化促進剤（Ｄ）と同様、平均粒径が０．３～５．０μｍの粒状を
呈するものであって、配合量は樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）の二成分の合計量１００重量部に
対して、０.１～１重量部の範囲が好ましい。結晶化促進剤（Ｄ）および造核剤（Ｅ）は
、上記の各種樹脂添加剤と共に混合して、溶融混練して粒状化するか、得られた粒状の原
料樹脂混合物とドライブレンドするのが好ましい。
【００２５】
　原料樹脂組成物に、必要に応じて、上記樹脂添加剤などを配合する方法は、溶融混練法
によるのが一般的であるが、混合・溶融順序およびその方法には特に制限されるものでは
ない。溶融混練する際の加熱温度は、原料樹脂の種類により異なるが、通常、１５０～３
００℃の範囲で選ぶと、原料樹脂組成物が十分に溶融し、かつ、熱分解せず、十分に発泡
性を得ることができる点で好ましい。原料樹脂組成物を溶融混練する際の装置としては、
コニーダー、バンバリーミキサー、ブラベンダー、単軸押出機、二軸押出機などが挙げら
れる。
【００２６】
　次に、上記原料樹脂組成物から本発明に係る発泡シートを製造する方法を説明する。発
泡シートは、粒状熱可塑性樹脂、結晶化促進剤（Ｄ）、造核剤（Ｅ）、および上記樹脂添
加剤を混合する工程、混合物を押出機内で可塑化する工程、可塑化した混合物中に発泡剤
を導入（導入または圧入）し、発泡性混合物を調製する工程、発泡性混合物を押出機内で
可塑化し発泡させて押出機ダイから押出し、連続的に発泡シートを製造する工程、の各工
程を含む方法によって製造する。
【００２７】
　発泡剤は、溶融混練機内で溶融状態にされている原料樹脂組成物に混合し、または圧入
し、固体から気体、液体から気体に相変化するもの、または気体そのものであり、主とし
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て発泡シートの発泡倍率（発泡密度）を制御するために使用される。原料樹脂組成物に溶
解した発泡剤は、常温で液体のものは樹脂温度によって気体に相変化して溶融樹脂に溶解
し、常温で気体のものは相変化せずそのまま溶融樹脂に溶解する。溶融樹脂に分散溶解し
た発泡剤は、溶融樹脂を押出ダイからシート状に押出した際に、圧力が開放されるのでシ
ート内部で膨張し、シート内に多数の微細な独立気泡を形成して発泡シートが得られる。
発泡剤は、副次的に原料樹脂組成物の溶融粘度を下げる可塑剤として作用し、原料樹脂組
成物を可塑化状態にするための温度を低くする。
【００２８】
　発泡剤としては、例えば、プロパン、ブタン、ペンタン、ヘキサン、ヘプタンなどの脂
肪族炭化水素類；シクロブタン、シクロペンタン、シクロヘキサンなどの脂環式炭化水素
類；クロロジフルオロメタン、ジフロオロメタン、トリフルオロメタン、トリクロロフル
オロメタン、ジクロロメタン、ジクロロフルオロメタン、ジクロロジフルオロメタン、ク
ロロメタン、クロロエタン、ジクロロトリフルオロエタン、ジクロロペンタフルオロエタ
ン、テトラフルオロエタン、ジフルオロエタン、ペンタフルオロエタン、トリフルオロエ
タン、ジクロロテトラフルオロエタン、トリクロロトリフルオロエタン、テトラクロロジ
フルオロエタン、パーフルオロシクロブタンなどのハロゲン化炭化水素類；二酸化炭素、
チッ素、空気などの無機ガス；水などが挙げられる。これらの発泡剤は、一種でも二種以
上の混合物であってもよい。
【００２９】
　上記発泡剤の導入量は、発泡剤の種類、発泡シートの目標発泡倍率などにより異なるが
、原料樹脂組成物に対して、１～２０重量％の範囲で選ぶのが好ましい。発泡剤の導入量
が多いほど、気泡内のより高い圧力、および発泡剤の可塑化作用による変形に対して、よ
り低い気泡壁の抵抗性が組合わされた効果のため、発泡気泡は大きくなり発泡倍率も大き
くなる。発泡剤の好ましい導入量は、２～１５重量％である。
【００３０】
　発泡性混合物を調製する工程と、発泡性混合物を発泡させる工程は、押出機内で行うこ
とができる。すなわち、結晶化促進剤（Ｄ）、造核剤（Ｅ）を配合した熱可塑性樹脂組成
物を押出機で溶融し、押出機シリンダーの途中から混合（導入または圧入）する。押出機
は、一軸押出機、二軸押出機のいずれであってもよい。押出機ダイは、Ｔダイでもよく、
円形（サーキュラー）ダイでもよい。
【００３１】
　上記方法によって製造される熱可塑性樹脂製発泡シートは、発泡倍率が１．１～５．０
倍で、厚さが０．５～３．０ｍｍ の範囲とする。発泡倍率が１．１倍未満であると、二
次加工した製品は断熱性、緩衝性などに劣り、発泡倍率が５．０倍を超えると剛性が劣り
、いずれも好ましくない。上記範囲で特に好ましいのは、１．５～４．０倍である。また
、発泡シートの厚さが０．５ｍｍ未満であると、二次加工した製品は剛性、耐衝撃強さ、
弾性率、断熱性などに劣り、厚さが３．０ｍｍを超えると、発泡セルの均一な発泡シート
の製造が困難となるばかりでなく、原料樹脂の使用量が多くなり、二次加工性にも劣り好
ましくない。上記範囲で特に好ましいのは、０．７～２．８ｍｍである。
【００３２】
　本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、表面性や剛性、加熱成形性などを改良する
目的で、発泡シートの片面または両面に、熱可塑性樹脂からなる非発泡層（フィルム）を
積層することもできる。積層（フィルム）用熱可塑性樹脂としては、ポリ乳酸、ポリスチ
レン系樹脂、変性ポリフェニレンエーテル系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、ポリエステル
系樹脂、ポリアミド系樹脂、アクリル系樹脂、ポリ塩化ビニル系樹脂、ポリカーボネート
系樹脂などが挙げられる。発泡シートに非発泡層を積層する方法としては、特に限定され
るものではなく、（ａ） 発泡シートを製造した後に、別途作成した非発泡フィルムを、
加熱法または接着剤を用いる方法によって積層する方法、（ｂ） 発泡シート表面に直接
Ｔダイから非発泡フィルムに押出して積層する方法、などが挙げられる。特に好ましいの
は、非発泡樹脂をポリエチレン系樹脂とし、上記（ｂ） の方法で積層する方法である。
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【００３３】
　本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、原料樹脂組成物の配合割合、および発泡シ
ートの特性を規定することにより、二次加工性、すなわちプラグ成形法や真空成形法、圧
空成形法などの熱成形法によって最終製品を得る際の加工性に優れ、厚さ斑のない成形品
を得ることができる。熱成形法の例としては、プラグ成形法、マッチド・モールド成形法
、ストレート成形法、ドレープ成形法、プラグアシスト成形法、プラグアシスト・リバー
スドロー成形法、エアスリップ成形法、スナップバック成形法、リバースドロー成形法、
プラグ・アンド・リッジ成形法、リッジ成形法などが挙げられる。
【実施例】
【００３６】
　以下、本発明を実施例に基づいて詳細に説明するが、本発明は以下の記載例に限定され
るものではない。なお、以下の記載例において、原料樹脂の各種物性の評価、および、熱
可塑性樹脂製発泡シートの各種特性は、以下に記載の方法で行った。
【００３７】
＜原料樹脂、補助原料＞
Ａ：ポリ乳酸（三井化学社製、商品名：Ｈ－４００、重量平均分子量が２０万で、Ｌ体の
割合が９８．６％のもの）である。
Ｂ：ポリスチレン（ＰＳジャパン製、銘柄名：Ｇ９３０５、重量平均分子量が３４万のも
の）である。
Ｃ：スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体（旭化成社製、商品名：タフプレ
ン）である。
Ｄ：タルク（大日精化社製、銘柄名：ＯＫ４７０７－７０－Ｎ、平均粒子径が３μｍ）で
ある。
Ｅ：重曹－クエン酸（永和化成社製、商品名：セルボンＳＣ／Ｋ）である。
【００３８】
（ａ）押出特性：４０mmφ、Ｌ／Ｄ＝３６の二軸押出機（プラスチック工学研究所社製、
型式：ＢＴ－４０－Ｓ２－３６－Ｌ、以下同じ）を使用し、シリンダー温度を２００℃に
設定し、４０ｒｐｍで押出した際の押出機モーターの負荷により評価した。押出機モータ
ーの負荷が低い場合を○、押出機モーターの負荷が高い場合を×、○と×の中間のものを
△、とそれぞれ表示した。
（ｂ）発泡倍率：ＪＩＳ　Ｋ６７６７に準拠して測定した。
（ｃ）シートの外観：熱可塑性樹脂製発泡シートを目視観察し、押出方向に平行のしわ（
コルゲートの線）やケバが認められないものを○、押出方向に平行のしわやケバが認めら
れるものを×、○と×の中間のものを△、とそれぞれ表示した。
（ｄ）ドローダウン性：熱可塑性樹脂製発泡シートを、バッチ式差圧成形機（関西自動成
形機社製、型式：ＰＫ４５０Ｖ）を使用し、５０cm×５０cmの寸法のクランプによって固
定し、厚さが１．０mmの発泡シートの上下からヒーターによって３００℃に加熱し、１５
秒後に可視光線レーザー変位センサー（キーエンス社製、型式：ＢＬ－３００）によって
、発泡シート中央部から垂れ下がった発泡樹脂組成物の長さを測定した。発泡シート中央
部の垂れ下がり長さが２０mm未満のものを○、垂れ下がり長さが２０mm以上のものを×と
それぞれ表示した。
【００３９】
（ｅ）成形性：熱可塑性樹脂製発泡シートを、バッチ式差圧成形機（関西自動成形機社製
、型式：ＰＫ４５０Ｖ）を使用し、５０cm×５０cmの寸法のクランプによって固定し、厚
さが１．０mmの発泡シートの上下からヒーターによってヒーター設定温度３００℃として
１５秒間加熱し（加熱した後であって成形直前のシート表面温度は１２６℃）、２０cm×
２５cm×３cmの弁当箱型容器を、１個取り試験金型で差圧成形法（雄型側から減圧する方
法）によって成形した。得られた容器につき、偏肉の有無、型決まり状況などの外観を目
視観察し、全体として良好なものを○、劣るものを×、○と×の中間のものを△、とそれ
ぞれ表示した。
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（ｆ）金型離型性：上記（ｅ）の方法で弁当箱型容器を成形した後、金型から製品容器を
離型する際の離型状態を目視観察した。製品容器が容易に離型したものを○、離型し難い
ものを×、とそれぞれ表示した。
（ｇ）耐熱温度（℃）：油浴に市販のサラダオイル（日清製油社製、商品名：日清サラダ
油）を入れ、５０℃から５℃ずつ温度を上昇させ、各温度において容器を１分間浸漬した
あと取出し、外観を目視観察した。容器のどの部分にも変形が認められない最高温度（℃
）を、耐熱温度とした。
（ｈ）総合評価：以下に記載の表において、評価項目の総てが良好のものを○、いずれか
一つでも×があるものを×、×は一つもないが△が一つでもあるものを△、とそれぞれ表
示した。
【００４０】
［実施例１～実施例１４、比較例１～比較例４］
＜発泡シートの製造＞
　上記原料樹脂（Ａ）、樹脂（Ｂ）、補助原料Ｃ（相溶化剤）およびＤ（結晶化促進剤）
を、表－１に示した割合で秤量し、リボンブレンダーで均一に混合して混合物を得た。こ
の混合物に補助原料Ｅ（造核剤）０．５重量部を、リボンブレンダーで均一に混合して配
合物を得た。この配合物を、シリンダー温度を２００℃に設定した二軸押出機のホッパー
に供給し、発泡剤としての炭酸ガスを、可塑化混合物１００重量部に対して１～５重量％
、押出機シリンダー途中から圧入・混合し、サーキュラーダイ（７５mmφ）より大気圧下
に押出し、マンドレルに引き取りつつ、マンドレルの内部に０．１５ｍ3／minで空気を吹
き付けて延伸・冷却し、円筒型発泡シートを得、これをカッターで切り開くことによって
７００mm幅の発泡シートを得た。
【００４１】
＜原料混合物、発泡シートの製造、発泡シートの評価試験＞
　上記した方法によって、原料混合物、発泡シートの製造、発泡シートについて上記した
方法で評価試験を行い、評価結果を表－１に記載した。
【００４２】
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【表１】

【００４３】
　上記表－１より、次のことが明らかとなる。
（１）ポリ乳酸（Ａ）と、ポリスチレン系樹脂（Ｂ）の配合割合、その他の特性が請求項
１で規定する要件を満たすものを原料としたものは、発泡シート製造時の押出特性に優れ
ている（実施例１～実施例１４参照）。
（２）また、ポリ乳酸（Ａ）と、ポリスチレン系樹脂（Ｂ）の配合割合、発泡倍率などが
請求項１で規定する要件を満たす発泡シートは、外観が美麗で、二次成形法によって容器
を製造する際のドローダウンが少なく、成形性に優れている（実施例１～実施例１４参照
）。
（３）これに対して、配合割合が請求項１で規定する範囲外のものは、発泡シート製造時
の押出特性に劣り、発泡シートの外観、二次成形する際の成形性などに劣る（比較例１、
比較例２参照）。
（４）また、ポリ乳酸（Ａ）と、ポリスチレン系樹脂（Ｂ）の配合割合が請求項１で規定
する要件を満たしても、発泡倍率が１．１倍より小さいものは、押出特性に劣り、発泡シ
ートの外観、二次成形する際の成形性などにも劣る（比較例３参照）。
（５）さらに、ポリ乳酸（Ａ）と、ポリスチレン系樹脂（Ｂ）の配合割合が請求項１で規
定する要件を満たしても、発泡倍率が５．０倍より大きいものは、押出特性に劣り、発泡
シートの外観、二次成形する際の成形性などにも劣る（比較例４参照）。
【産業上の利用可能性】
【００５１】
　本発明に係る熱可塑性樹脂製発泡シートは、軽量で、断熱性、剛性、生分解性などに優
れ、真空成形、圧空成形などの熱成形法により、多くの二次成形品（容器）を得ることが
できる。容器には、トレー、カップ、ボウル、皿、容器、箱などが挙げられる。
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